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台湾における知的財産関係訴訟事件の調査事業に関する基本情報 

201012revised 
 
一 データベース 
 
1 司法院ホームページ 
（1）非公開とされる少年犯罪及び性犯罪事件を除き、1998 年より一般公開になり、アクセ

スには資格の制限がなく、ダウンロードも無料である。 
（2）台湾の各地方裁判所、高等裁判所及び最高裁判所から下付された判決の判決文の全文テ

キスト（省略箇所に関しては（3）ご参照）をサイトのデータベースに掲載している。サ

ーチエンジンは全文テキストの検索が可能。 
（3）個人情報保護法への対応と当事者の苦情などに従って、次の通りのトリム措置を取り入

れている。 
  ①少年事件、性的侵害事件等については、当事者の氏名を伏せる。近年は特に風俗や少年

保護と関係しない案件でも、例えば特許や商標など IP 権利侵害事件の判決に於ける個人

の氏名（注*）、身分証番号、出生年月日、住所、電話番号乃至金融機関での口座番号な

どに関しても、為るべく公開しないように○○などの符号に入れ替えることにしている。 
  ②住所と番地などは、番地は一概に略し、県及び市、鎮までのレベルだけ公開する。 
  ③人名の記載は、原則上弁護士名、政府役所や機関などは元通りに掲載するが、法人の名

称に関しては個別案件の書記官の裁量で全名掲載するか暗号化するかの扱いの違いが出

る。そのため、特許権侵害事件に関しても、当事者の個人名（注*）や会社名が分かって

も、場合によって検索でヒットしないことも有り得る。又、台湾に於ける会社法人の中国

語（翻訳）名称だけを残して、外国語原文名称を削る扱いもある。 
  ④特許権の登録番号は、当事者のプライバシーに直接影響するものではないように考えら

れるが、やはり当事者のプライバシーに対する配慮と、身分等個人情報を悪用する向きに

対する防備の一環として、権利登録番号まで刳って○○などでカバーするという扱い方を

とる傾向が増えている。関連事実の発生や権利の存続期間、侵害事実の発生日などについ

ては通常如実に掲載はするが、書記官の一存で部分的に抹消される案件資料もあるそうで

ある。 
（4）プライバシー保護措置に対応するサーチの心がけ 

当事者の氏名（注*）、法人会社の名称、権利登録番号、又は関連事実の発生日等のキー

ワードのほか、本件係争特許の技術用語、特定の目的や機能に関する表現、特許技術を使

用する物品や商品の名称、特別な法律条文の検索用語を幅広く想定して検索に臨む方が精

度の高い検索結果に繋がる。 
 
2 「法源」法律網 

有料会員制。 
  専ら法律関連情報を提供する民間のデータベースで、裁判判決テキストデータベースは司法

院より引き継いだものを使うものだが、検索のインターフェースがより機能的で高度である。

また、「法源」においても、一部重要な判決の判旨を整理しているので、素早く司法判断の核

心に突っ込むことができる。 
今なら原「一般の会員」はアカウント、パスワードがなくても、無料でそのホームページで

「法規」、「司法判例・解釈」、「行政書簡・解釈」、「判決書」、「論文・著書の索引」を

サーチすることが可能だが、当然のことながら、会員の種類によって、利用できるサービスが

限定的である。 
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二 TIPLO の IP 裁判判決文調査サービス 
 
 当所情報室は当所法律図書館の管理に当たっているだけでなく、日頃から様々なルートを通

して法律をはじめ、内外産業界の情報をかき集めて、随時業界の動向を把握している。人権保

障の観点から、プライバシー対策として司法院はトリム措置を取り入れていることで、特許権

利番号や登録商標番号、当事者名（注*）による判決文の検索が難しさを増している。 
それでも、当所は事件に関連する内容を、今まで積み上げてきた莫大なデータベースから該

当する資料を掴み、特に知的財産権をめぐり外国会社と争訟を繰り広げる事件が当所における

情報収集の重要対象なため、一般のユーザーによる検索が無理でも、この場合においては当所

の情報室がお役に立つ。 
 
当所の調査サービスの利用料は次のとおりとなっている。 
1 裁判番号指定で特定の案件の全文内容を提供する場合――無料 
2 当事者名、会社名称及び特許権登録番号またはキーワード指定の検索調査  
   NT$4,000 元／一時間  
   但し特許出願等のご依頼で既にクライアントになった方には無料 
3 判決テキストの翻訳  
   NT$4,000 元／一時間  
 
-------------------------------------------------------------------- 
（注*） 
立法院で法院組織法が三読通過し、2010 年 11 月 24 日に公布実施された。その内、判決書公
開方法に関する改正案（法院組織法第 83 条）について、判決書を公報掲載以外のその他の適
切な方法で公開できるとの条項を増設した。また、判決書の公開について、プライバシーの
保障を兼ねるため、自然人の氏名を除き、自然人の身分証番号及び当該個人を識別するに足
りるその他の資料は除外できると規定された。即日より、国民は当事者の氏名でもって司法
院が 2010 年 11 月 26 日以降に公開した判決書を検索することができるが、過去には遡及しな
いことになっている。 
 
＊法院組織法第 83 条 

各級裁判所及び各地の裁判所は、定期的に公報の出版又はその他の適切な方法で判決書を
公開しなければならない。但し、法律で別途定めがあるときは、その規定による。 

前項の公開について、自然人の氏名を除き、自然人の身分証番号及び当該個人を識別する
に足りるその他の資料は除外できる。 
 


